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組織変革論におけるプロセス研究の変遷
― 1990 年代までと 2000 年以降のプロセスモデルを比較して ―
古田　成志
要　旨
本論文では 2000 年を区切りとして、プロセス研究がどのような研究の流れを展開したか
整理することを研究目的とする。本論文の構成は以下の通りである。第 2 節で、プロセスの
概念整理を試みる。本論文におけるプロセスの位置づけ、及びプロセス研究のいしずえを築
いた Lewin の 3 段階モデルを紹介する。第 3 節で、1980、1990 年代におけるプロセスモデ
ルの研究の流れを整理する。その結果、①段階数の変化が生じる、② Lewin のモデルに依拠
している、③変革の範囲が曖昧であるという 3 つの特徴を導出した。第 4 節では、まず 2000
年以降におけるプロセスモデルの抽出を行う。そして、第 3 節で導出した 3 つの特徴におい
て、2000 年以降のプロセスモデルでどのように変化したか検証する。結果として、3 つの特
徴でいずれも研究の流れに変化がみられた。第 5 節で、本論文における貢献点、及び限界点
と今後の課題を指摘する。
1.　はじめに
組織変革論のいしずえを築いた Lewin は、組織変革を「現在の状態から理想的な状態に変
化する」（1947: 32) と定義した。つまり、組織が変革する性質そのものを捉えた定義である。
しかし、Lewin の定義は何をどのように変革するか明示されておらず抽象的に捉えている。
そこで、以下の 2 つの定義は組織変革をより詳細に定義した。まず、Nadler & Tushman は、
「組織における構成要素の一部、もしくは構成要素全体（戦略、仕事、人材、公式構造、非
公式構造）を再編する状況である」（1989: 195）と定義した。彼らの定義から、組織変革は
組織内の構成要素を変革すると捉えることができる。そして、大月は「組織の主体者（経営
主体）が、環境の変化がもたらす複雑性の中で行う組織の存続を確保する活動である」（2005: 
6）と定義した。つまり、「組織の存続を確保する」ための仕組みを説明する必要があると指
摘した。
上記の 3 つの定義より、組織変革は「ただ組織が変化する」だけでなく、「変革の主体や
範囲」や「プロセス」を含め、包括的に検討する必要がある。本論文では、組織変革を包括
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的に検討する枠組みとして組織変革メカニズムの観点から検討する。そして、組織変革メカ
ニズムを「組織が存続を確保する活動を説明する仕組み」と定義する。Pettigrew（1987）及
び Armenakis & Bedeian（1999）によるコンテクスト、プロセス、コンテントの 3 つの概念
を援用した組織変革メカニズムを図 1 に提示する。具体的なメカニズムは以下の通りである。
まず、環境変化が所与となることで（コンテクスト）、組織変革メカニズムにおける起点を
示している。そして、コンテクストの影響を受けることで、組織内の様々な要素（コンテン
ト）が段階を踏んで（プロセス）変革する。
コンテクストはコンティンジェンシー理論（Burns & Stalker, 1961）に基づいており、
Haveman（1992）の環境と組織パフォーマンスの関係を示した研究が代表例である。コン
テントは Chandler（1962）による戦略と組織構造の関係に基づいており、Miller & Friesen
（1982）による構造変革における不確実性の減少、分化、統合の関係を示した研究が代表例
である。プロセスは第 2 節で述べるように、Lewin（1947）の 3 段階モデル（解凍→移行→
再凍結）に基づいている。しかし、後述するように 2013 年までに様々なプロセスモデルが
構築されており、議論が錯綜している。実際に、大月は「ある状態から異なる状態に移行す
るメカニズム、組織変革の及ぶ範囲、変革の困難度、変革に要する時間、変革主体との関わ
りについて十分に議論されていない」（2005: 174）と述べている (1)。そして、2000 年以降のプ
ロセスモデルを整理した研究が展開されていない点も、議論が錯綜している要因として挙げ
られる (2)。
プロセスにおける上記の問題意識を鑑み、本論文では 2000 年を区切りとして、プロセス
(1) 本節第 1 段落で述べた大月（2005）による組織変革の定義と問題意識を踏まえると、組織変革を行う主
体者と変革が及ぶ範囲と 2 つのレベルに分けることが可能である。したがって、本論文では変革の主体
を個人レベル、変革の範囲を組織レベルとして捉える。
(2) 2000 年以前は、後述する 1980 年代の整理（Kanter, Stein & Jick, 1992）、1990 年代の整理（Armenakis 
& Bedeian, 1999）だけでなく、Van de Ven & Poole（1995）もプロセスモデルの整理を試みた。
図 1. コンテクスト、プロセス、コンテントによる組織変革メカニズム
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がどのような研究の流れを展開したか整理することを研究目的とする。つまり、1990 年代ま
でにおけるプロセスモデルの研究の流れを整理し、2000 年以降のプロセスモデルはどのよう
な研究の流れを辿っているか考察する。本論文の構成は以下の通りである。第 2 節で、プロ
セスの概念整理を試みる。本論文におけるプロセスの位置づけ、及びプロセス研究のいしず
えを築いた Lewin の 3 段階モデルを紹介する。第 3 節で、1980、1990 年代におけるプロセ
スモデルの研究の流れを整理する。なお、整理する際に 1980 年代におけるプロセスモデル
の整理（Kanter, Stein & Jick, 1992）及び 1990 年代におけるプロセスモデルの整理（Armenakis 
& Bedeian, 1999）を参照する。第 4 節では、まず 2000 年以降におけるプロセスモデルの抽
出を行う。そして、2000 年以降におけるプロセスモデルの研究の流れが 1990 年代と比べて
どのように変化したか検証する。第 3 節で導出した研究の流れを踏まえているか、または新
しい研究の流れが出現したかを詳述する。第 5 節で、本論文における貢献点、及び限界点と
今後の課題を指摘する。
2.　プロセスの概念整理
2.1　本論文におけるプロセスの位置づけ
プロセスモデルを論じるにあたり、本論文におけるプロセスの位置づけを明確にする。
Van de Ven & Poole は、「組織自体が長期に渡り存続するための出来事の進展」（1995: 512）
とプロセスを定義した。また、プロセス研究として捉えた定義は以下の 2 つである。まず、
Armenakis & Bedeian は、「意図された変革による体系化（enactment）の間に、実行に移さ
れる行動に着目する」（1999: 295）とプロセス研究を定義した。そして、Langley, Smallman, 
Tsuokas & Van de Ven は、「時間を通じて物事が出現し、発展、成長、衰退する理由と方法
を研究する」（2013: 1）とプロセス研究を定義した。
上記の 3 つの定義から、プロセスにおける 2 つの特徴が挙げられる。第一に、段階を踏
んで変革する点である。「出来事の進展」、「出現、発展、成長、衰退」と述べているように、
組織変革において経時的に進展するパターンを示している。第二に、段階を踏んで変革する
理由、方法を明示している点である。「実行に移される行動」、及び「理由と方法」を研究す
ると定義されるように、組織の発展段階をモデルとして提示している。したがって、本論文
で、「組織変革において段階を踏んで変革する」ことをプロセスと定義する。そして、「段階
を踏んで変革するプロセスをモデルとして構築した」ものをプロセスモデルと捉える。
2.2　Lewin の 3 段階モデル
プロセス研究のいしずえは、Lewin（1947）の 3 段階モデル（解凍→移行→再凍結）によっ
て築かれたとされている（Armenakis & Bedeian, 1999; Elrod & Tippett, 2002; 大月、2005）。
組織変革論におけるプロセス研究の変遷
— 18 —
Lewin によると、解凍の段階では古い行動を捨て、新しい行動を採用するまでの不安定な段
階である。移行は、利用できる様々な選択肢を検討する段階である。再凍結は、新しい行動
を安定化させる段階である。Lewin のモデルは以下の 2 点の特徴を備えている。第一に、解
凍の段階では環境の変化などによって組織変革の必要性を認知する点である。つまり、組織
変革メカニズムにおけるコンテクストと合致する。第二に、再凍結の段階では組織変革後の
状態を組織に備え付ける点である。以上の 2 点から、Lewin のモデルは組織変革の必要性と
組織変革後の状態の維持を強調するモデルである。
Lewin のモデルは、「組織変革を線形でかつ静的なものと捉えているため、複雑な組織変
革を提示するのに適切でない」（Kanter et al., 1992: 10）という批判が挙げられる。確かに、
移行の段階ではどのように様々な選択肢を検討するのかモデルで明らかにされていない。し
かし、Burnes（2004）が Lewin のモデルを複雑で反復的な学習プロセスと認識しているた
め、単純で時代遅れのモデルでないと Kanter らの批判に対抗した。さらに、組織変革にお
けるプロセスモデルは、Lewin のモデルに極めて似ている点がみられる（Elrod & Tippett, 
2002）。以上より、Lewin のモデルは時代遅れでなく、プロセス研究に脈々と受け継がれて
いる。
3.　1980、1990 年代におけるプロセスモデルの研究の流れ
3.1　1980 年代におけるプロセスモデル
本項では、1980 年代におけるプロセスモデルの研究の流れを、Kanter et al.（1992）を用
いて整理する。Kanter らは、1980 年代におけるプロセスモデルとして、表 1 に示した通り 5
つのプロセスモデルを提示した。
1980 年代におけるプロセスモデルは、以下の 3 点の特徴が挙げられる。第一に、Kanter
らで提示された 5 つのプロセスモデル全てが、3 段階で構築された点である (3)。この点は、
Lewin のモデルが 3 段階で構築された流れを受け継いでいる。しかし、第二段階の移行では、
様々な選択肢をどのように検討するのか、いずれのモデルでも詳述されていない。第二に、
Lewin のモデルに基づいてプロセスモデルを構築した点である。まず、組織変革の第一段
階は「伝統と危機からの脱出」（Kanter, 1983）や「現状への不満」（Beer, 1987）などのよう
に、Lewin の解凍の特徴と合致している。そして、組織変革の第三段階を「制度化」（Kanter, 
1983; Ticky & Devanna, 1986）としたように、Lewin の再凍結の特徴と合致している。第三
に、個人レベル、つまり組織変革における主体はリーダーの行動（Nadler & Tushman, 1989; 
(3) Kanter et al.（1992）では提示されなかったが、Levy & Merry（1986）は①危機→②転換→③移行→④
発展という 4 段階のプロセスモデルを提示した。このように、1980 年代において 4 段階でプロセスモ
デルを構築した研究もわずかではあるが存在する。
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表 1. 1980 年代におけるプロセスモデル (4)
研究者名 モデル (4)
Kanter（1983） ①伝統と危機からの出発→②戦略決定と主要な変革者→③行動手段と制度化
Ticky & Devanna
（1986）
【リーダーの行動】
①復興が必要であることを認識→②新しいビジョンの創出→③変革の制度化
Beckhardt & Harris
（1987）
①現在の状況→②変革の状況→③未来の状況
Beer（1987） ①現状への不満→②未来への管理モデルやビジョンの必要性→③変革における管理さ
れた行動
Nadler & Tushman
（1989）
【リーダーの行動】
①ビジョンの構想→②活性化→③機会の付与
（出所）Kanter et al.（1992 : 376）を基に筆者が加筆・修正
表 2. 1990 年代におけるプロセスモデル
研究者名 モデル
Isabella（1990） 【経営者における変革の解釈】
①予期→②確認→③最高潮→④結果・余波
Judson（1991） ①変革の分析・計画→②変革の伝達→③変革に対する行動の受容を獲得→④現状から
望ましい状態への変革→⑤新しい状態への固定化・制度化
Jaffe et al.（1994）【従業員の変革に対する理解】
①否定→②抵抗→③探索→④コミットメント
Kotter（1995） ①切迫感の樹立→②強力な指導連合体の形成→③ビジョンの創出→④ビジョンの伝達
→⑤ビジョンに基づく行動を組織成員に付与→⑥短期の成功の計画・創出→⑦改善の
強化、更なる変革の生成→⑧新たなアプローチの制度化
Galpin（1996） ①変革の必要性の確立→②計画された変革のビジョンの発展・普及→③現状の診断・
分析→④提案の生成→⑤提案の詳述→⑥提案の予備検証→⑦提案の発表準備→⑧提案
の発表→⑨変革の測定・強化・洗練化
（出所）Armenakis & Bedeian（1999 : 301-303）を基に筆者作成
Ticky & Devanna, 1986）として述べられている。しかし、組織レベルにおける変革の範囲
は明示されていない。例えば、Beckhardt & Harris（1987）の 3 段階モデルは、組織のどの
要素を捉えてプロセスモデルを構築したか不明瞭である。
3.2　1990 年代におけるプロセスモデル
本項では、1990 年代におけるプロセスモデルの研究の流れを、Armenakis & Bedeian
（1999）を用いて整理する。Armenakis らは、1990 年代におけるプロセスモデルとして、表
2 に示した通り 5 つのプロセスモデルを提示した。1980 年代におけるプロセスモデルは、①
3 段階で構築されている、② Lewin のモデルに基づいている、③変革の範囲が明示されてい
ないという特徴が挙げられた。上記の点を踏まえ、1990 年代におけるプロセスモデルの特徴
(4) モデルの説明で示した【】は変革の主体、範囲を意味する。表 2、3 の【】も同様の意味である。
組織変革論におけるプロセス研究の変遷
— 20 —
を以下に述べる。
第一に、プロセスモデルの段階が 4 段階から 9 段階までと多段階化している点である。
Lewin 及び 1980 年代におけるモデルの第二段階は変革の選択肢を検討する段階だが、1990
年代では移行の段階をより詳述している。例えば、Kotter（1995）は組織においてビジョン
を創出し、変革を遂げるモデルを 8 段階に分けて構築した。第二に、1980 年代におけるモ
デルと同様、Lewin のモデルに基づいている。例えば、第一段階では「否定」（Jafee et al., 
1994）、「切迫感の樹立」（Kotter, 1995）などのように、Lewin の解凍の特徴と合致している。
また、組織変革の第三段階を「制度化」（Judson, 1991; Kotter, 1995）、「強化」（Galpin, 1996）
としているように、Lewin の再凍結の特徴と合致している。第三に、個人レベルにおける
変革の主体は経営者における変革の解釈（Isabella, 1990）、及び従業員の変革に対する理解
（Jafee et al., 1994）からみられるように明示されている。しかし、組織レベルにおける変革
の範囲は明示されていない。したがって、第三の特徴は、1980 年代におけるプロセスモデル
の研究の特徴と共通する。
3.3　1980、1990 年代におけるプロセスモデルの小括
本節では、1980、1990 年代におけるプロセスモデルの特徴を提示した。本節の流れを踏ま
え、1980、1990 年代におけるプロセスモデルの研究の流れを振り返る。研究の流れは、以下
の 3 点にまとめられる。
第一に、1980 年代におけるプロセスモデルは、全てのモデルが 3 段階で構築されている。
逆に、1990 年代のプロセスモデルは多段階化（4 ～ 9 段階）がみられた。Lewin のモデルに
おける移行（第二段階）は具体的な選択肢の検討が詳述されておらず、1980 年代におけるプ
ロセスモデルでも議論されなかった。しかし、1990 年代におけるプロセスモデルでは段階を
増やすことで、移行の段階を詳述した。この点は、1980 年代までのプロセスモデルの限界点
を克服した。
第二に、1980、1990 年代におけるプロセスモデルは、Lewin のモデルに基づくという共通
点がみられる。なぜなら、解凍（第一段階）及び再凍結（第三段階）の内容は、本節で提示
したプロセスモデルにも受け継がれていたからである。この点から、Lewin のモデルは単純
で時代遅れである（Kanter et al., 1992）という主張は必ずしも妥当ではない。つまり、1990
年代までは Lewin のモデルに基づいてプロセスモデルが構築された。
第三に、1980、1990 年代におけるプロセスモデルは、組織レベルにおける変革の範囲が
明示されていない。リーダーの行動や解釈（Isabella, 1990; Nadler & Tushman, 1989; Ticky & 
Devanna, 1986）、及び従業員の変革に対する理解（Jafee et al., 1994）では、変革の主体が明
示されている。つまり、個人レベルにおけるプロセスモデルでは、変革の主体を明確に捉え
ている。しかし、組織レベルにおけるプロセスモデルは、組織のどの範囲を変革するかが明
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示されていない。したがって、組織レベルにおける範囲が不明瞭である点は、1990 年代まで
におけるプロセスモデルでは解決されていない。
4.　2000 年以降におけるプロセスモデルの研究の流れ
4.1　2000 年以降におけるプロセスモデルの検証方法
第 3 節で確認したように、1990 年代までにおけるプロセスモデルは以下の 3 つの特徴を備
えている。第一に、1980 年代は 3 段階のプロセスモデルが提示されたが、1990 年代は 4 段
階以上と段階が多段階化している。第二に、1990 年代におけるプロセスモデルは、Lewin の
モデルに基づいている。特に、第一段階の解凍、第三段階の再凍結の要素を踏まえたプロセ
スモデルが多くみられた。第三に、1990 年代までのプロセスモデルは組織レベルにおける変
革の範囲が不明瞭である。これら 3 点の特徴が、2000 年以降におけるプロセスモデルの研究
においてどのように変化したか本節で検証する。
なお、第 1 節で述べたように、2000 年以降のプロセスモデルを整理した研究は存在しな
い。したがって、客観的な手法でプロセスモデルを抽出する必要がある。本論文では、2000
年以降におけるプロセスモデルの研究の流れを整理するため、以下の手法を用いてプロセス
モデルを抽出した。
まず、Web of Science を利用し、トピック検索を行った。検索するにあたり、change, 
process, model, stage という 4 つのキーワードを用いた。同時に、出版年を 2000 年から 2013
年に絞り込んだ。そして、出版物（ジャーナル）の選択である。絞り込んだ検索結果から、
Academy of Management Journal、Academy of Management Review、Administrative Science 
Quarterly、Journal of Management、Journal of Management Studies、Journal of Organizational 
Change Management、Organization Science、Organization Studies、Research in Organizational 
Change and Development に該当する論文を抽出した (5)。
以上の手法を用いた結果、最終的に 18 本の論文が該当した (6)。そして、プロセスモデルを
提示していない論文を 5 本除外し、13 本の論文をプロセスモデルの研究の流れを検証するた
めに本論文で扱う (7)。なお、抽出された 13 個のプロセスモデルの概要は表 3 の通りである。
(5) Journal of Organizational Change Management と Research in Organizational Change and Development は
Academy of Management Journal などのように経営学のトップジャーナルとはみなせない。しかし、組
織変革を専門に扱ったジャーナルのため、本論文では抽出対象として含むものとする。
(6) 最後に上記の手法を用いて検索結果を確認した日は、2013 年 6 月 3 日である。
(7) 検索結果から除外した論文とその理由は以下の 3 点である。第一に、Elrod & Tippett（2002）は 1990
年代までのプロセスモデルを中心に、プロセスモデルの研究整理を行っているからである。第二に、
Gibson（2003）、Kinicki, Prussia & McKee-Ryan（2000）は人的資源管理を論じているからである。第
三に、Hawkins & Saleem（2012）、Sullvan（2010）はプロセスモデルを提示していないからである。
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表 3. Web of Science で抽出した 2000 年以降におけるプロセスモデル
研究者名 モデル
Beck & Plowman
（2009）
【ミドルマネジャーにおける希少で珍しい出来事への対応】
①希少で珍しい出来事に対するミドルマネジャーの解釈→②希少で珍しい出来事に対
する組織解釈→③希少で珍しい出来事からの組織学習
Das & Teng（2002）【アライアンス】
①アライアンスの背景（組織の特徴を認識）→②アライアンスの状況→③形成
→④施行→⑤結果（アライアンスの維持、再構成、終結）
Fiol（2002） 【アイデンティティ】
①アイデンティティの喪失→②再アイデンティティ化に向けた状況を設置
→③中核観念を含めたアイデンティティ化
Fiol & O’Connor
（2002）
【アイデンティティ】
①点火（試験活動の開始）→②流動化（変革の知覚）→③持続化（アイデンティティ
の内面化・制度化）
Gioia et al.（2010）【アイデンティティ】
①ビジョンの表現→②意味のある空虚の経験→③経験的な対照の保証
→④合意したアイデンティティへの集中
※アイデンティティが示す主張の交渉、最適な特殊性の獲得、発端の行動の遂行、正
当なフィードバックの吸収が各段階に影響を及ぼす。詳細は図 2に提示する。
Greenwood et al. 
（2003）
①環境の激変→②脱制度化→③準制度化→④理論化→⑤普及→⑥再制度化（認知的正
当性の獲得）
Haleblian &
Rajagopalan
（2006）
【取締役による CEOの免職】
① CEOのパフォーマンスに対するセンスメーキング→② CEOの効率性を解釈
→③行動（CEOの免職）
Jansen（2004） 【変革ベースのモメンタム】
①軌道のギャップ→②変革ベースのモメンタム（コミットメントの影響も受ける）
→③目標の到達→④変革ベースのモメンタム（コミットメント、相互作用の影響も受
ける）
※定量研究の結果から、上記の通りに解釈した。
Kim et al.（2011）【従業員の変革に対する支持行動】
＜初期＞変革に対する恩恵の知覚、変革における公的関与→変革に対する支持行動
＜後期＞従業員との良質な関係、変革における公的関与→変革に対する支持行動
※定量研究の結果から、上記の通りに解釈した。
Lichtenstein
（2000）
①ダイナミックな管理の増加（目標の設定、組織学習）→②緊張と限度（組織能力や
資源の限界を認識）→③新しい組織構造の出現
Pasmore（2011） ①変革の必要性の理解→②変革の形成→③変革の実行→④変革の維持
Simmons & 
Lovegrove
（2005）
【ステークホルダーシステム】
①目立ったステークホルダーの集団、見解、計画の特定→②ステークホルダーの統合
→③突発的なシステム→④システムの運用→⑤システムの結果→⑥システムの評価→
⑦システムの報告
Tost（2011） 【個人における正当性の判断】
＜形成・再評価の段階＞妥当性のきっかけ、手段・関係・モラルの評価→正当性の一
般化
＜使用の段階＞正当性の一般化→手段・関係・モラルの評価→変革の支持
4.2　2000 年以降のプロセスモデルにおける段階数の変化
1980 年代におけるプロセスモデルは 3 段階でモデルを構築したが、1990 年代におけるプ
ロセスモデルは 4 段階から 9 段階と段階数に著しい変化がみられた。2000 年以降のプロセ
スモデルでは、3 段階モデルと 4 段階以上のモデルの双方が抽出された。まず、3 段階でモ
デルを構築した研究が Beck & Plowman（2009）、Fiol（2002）、Fiol & O’Connor（2002）、
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Haleblian & Rajagopalan（2006）、Lichtenstein（2000）の 5 つの研究が該当する。一方、4
段階以上のモデルは以下の通りである。4 段階モデルは Gioia, Price, Hamilton & Thomas
（2010）、Jansen（2004）、Kim, Horning & Rousseau（2011）、Pasmore（2011）、Tost（2011）
の 5 つのモデルが該当する。5 段階モデルは Das & Teng（2002）が該当する。6 段階モデル
は Greenwood, Suddaby & Hinings（2002）が該当する。そして、7 段階モデルは Simmons & 
Lovegrove（2005）が該当する。したがって、4 段階以上の多段階モデルは 8 つの研究が該当
する結果となった。
上記より、2000 年以降におけるプロセスモデルは多段階モデルが多数を占める結果となっ
た。したがって、1990 年代と同様に、2000 年以降でも 4 段階以上でモデルを構築する流れ
となった。3 段階モデルも一定数は存在する。しかし、Lewin のモデルで指摘した第二段階
の移行が詳述できないという点で、3 段階でプロセスを説明するには段階数が不足する。し
たがって、相対的に 3 段階のプロセスモデルの数が少ない結果となった。
また、2000 年以降におけるプロセスモデルは、新たに複雑モデル (8) が登場した。該当する
プロセスモデルは、Gioia et al.（2010）、Jansen（2004）、Kim et al.（2011）、Tost（2011）で
ある。上記の 4 つのモデルはそれぞれ 4 段階モデルを基本としている。しかし、段階を踏
むにつれ、様々な要因が影響を及ぼす。例えば、Gioia et al.（2010）のモデルは、ビジョン
の表現（第一段階）、意味のある空虚の経験（第二段階）、経験的な対照の保証（第三段階）、
合意したアイデンティティへの集中（第四段階）という 4 段階を通じて、アイデンティティ
が変革することを提示した。さらに、図 2 で示した通り、以下の 4 つの要素が各段階に影響
を及ぼす。まず、アイデンティティが示す主張の交渉（情報の共有）が第一段階から第四段
階のそれぞれに影響を及ぼす。次に、最適な特殊性の獲得（類似点、相違点の抽出）が第二
段階から第四段階に影響を及ぼす。そして、発端の行動の遂行（新しい働き方）が第二段階、
第三段階に影響を及ぼす。最後に、正当なフィードバックの吸収（外部からの確認の受け取
り）が第三段階、第四段階に影響を及ぼす。
複雑モデルは Gioia et al.（2010）のように他の要素が各段階に影響を及ぼすモデルだけで
ない。一つの段階において多様な要素を構成するモデルも存在する。例えば、Tost（2011）
は個人が正当性を判断する際のプロセスモデルを構築した。第一段階に相当する形成・再評
価の段階では、妥当性のきっかけ、手段の評価、関係の評価、モラルの評価と 4 つの要素が
第一段階として構成されている。そして、正当性の一般化につながるプロセスモデルを構築
した。また、Kim et al.（2011）は変革に対する支持行動においてプロセスモデルを構築した。
変革に対する支持行動の要因は変革に対する恩恵の知覚（初期）、従業員との良好な関係（後
(8) 複雑モデルは筆者が便宜上名付けたモデルの名前であり、「基本的には段階を踏んで変革するが、様々
な要素が各段階で影響を及ぼすモデル」と定義する。しかし、組織変革論で一般的に使われている名称
ではない。
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期）だけでなく、変革における公的関与も含まれると検証した。したがって、初期と後期の
段階でそれぞれ 2 つの要素が変革に対する支持行動に影響を与える。
以上より、2000 年以降におけるプロセスモデルの段階数は以下の 2 つの特徴がみられる。
第一に、1990 年代におけるプロセスモデルと同様、段階数が多段階化している。第二に、複
雑モデルが新たに出現している。複雑モデルは、1990 年代までは全く検討されなかったモデ
ルである。したがって、段階数において 2000 年以降のプロセスモデルは新たな研究の流れ
が生じた。
4.3　2000 年以降のプロセスモデルにおける Lewin のモデルの踏襲度合い
1990 年代までのプロセスモデルは、Lewin のモデルに基づいているモデルが多くみられた。
特に、第一段階の解凍と第三段階の再凍結は、組織変革の必要性や制度化などの言葉で置き
換えられた。2000 年以降で Lewin のモデルを参考にモデルを構築した研究は、Fiol（2002）
が挙げられる。Fiol のモデルは第一段階でアイデンティティの喪失を提示した。この段階は
組織アイデンティティと個人のつながりが弱まる段階で、新たにアイデンティティを構築す
るために必要である。不安定な状態を示す解凍の段階を援用したと述べている（Fiol, 2002: 
658）。そして、第三段階は中核観念（組織における不変の価値観）を含めたアイデンティ
ティ化である。この段階で、組織の中核観念と個人のつながりを構築し、安定したアイデン
ティティとして定着させる。新しい信念を固定化するとして、再凍結の段階を援用したと述
べている（Fiol, 2002: 661）。
図 2. アイデンティティ形成のプロセスモデル（Gioia et al., 2010）
アイデンティティが
示す主張の交渉
発端の行動の遂行
①ビジョンの表現 ②意味のある空虚の
経験
③経験的な対照の
保証
④合意したアイデン
ティティへの集中
正当なフィー ドバック
の吸収
最適な特殊性の獲得
（出所）Gioia, Price, Hamilton & Thomas（2010: 31）を基に筆者が加筆・修正
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Fiol（2002）のモデルのように Lewin のモデルを参考にしたと明示されていないが、
Lewin の解凍と再凍結の特徴を踏まえたモデルとして Das & Teng（2002）、Fiol & O’Connor
（2002）、Greenwood et al.（2002）及び Pasomore（2011）の 4 つのモデルが挙げられる。例
えば、Das & Teng のアライアンスにおけるプロセスモデルは Lewin のモデルを参考にした
わけではない。しかし、第一段階がアライアンスの環境を認識すること、及び第五段階がア
ライアンスを維持することである。環境の認識及びアライアンスの維持という点で、Lewin
の解凍と再凍結との関連性が強くみられる。また、Greenwood らのモデルは①激変→②脱制
度化→③準制度化→④理論化→⑤普及→⑥再制度化という 6 段階のモデルを、制度論的変革
の観点から構築した。第一段階の激変は外部環境の変化を意味する。環境の変化によって不
安定な状態を引き起こすという点で、Lewin のモデルにおける解凍の特徴と合致する。第六
段階の再制度化は、認知的正当性を獲得し再制度化するという点で、Lewin のモデルにおけ
る再凍結の特徴と合致する。そして、Fiol & O’Connor のモデルは、第三段階の持続化にお
いてアイデンティティを制度化・内面化する段階である。アイデンティティの定着を意味す
るため、Lewin のモデルにおける再凍結の特徴と合致する。
上記の 5 つの研究は Lewin のモデルにおける第一段階と第三段階の特徴を踏まえている。
しかし、他の 8 個のプロセスモデルは Lewin のモデルに基づいているとは言い難い。例えば、
Simmons & Lovegrove（2005）のプロセスモデルは、ステークホルダーシステムを構築する
プロセスを 7 段階で構築した。第一段階は突出したステークホルダーの特定で第七段階はシ
ステムの報告であるが、Lewin のモデルと特徴が異なる。つまり、不安定な状態と変革の固
定化がモデルに含まれていない。
以上より、2000 年以降におけるプロセスモデルは Lewin のモデルの特徴を踏まえている
研究は少なからず存在する。しかし、Lewin のモデルに対する踏襲度合いは 1990 年代まで
のプロセスモデルと比べて低下している。
4.4　2000 年以降のプロセスモデルにおける変革の主体と範囲
1990 年代までにおけるプロセスモデルは、リーダーの行動に焦点を当てたプロセスモデル
が多かったため、個人レベルにおける変革の主体は特定された。しかし、組織レベルにおけ
る変革の範囲は特定されなかった。2000 年以降におけるプロセスモデルの中で、変革の主体
と範囲が明記されなかったのは、Greenwood et al.（2002）、Lichtenstein（2000）、Pasmore
（2011）の 3 つのプロセスモデルで、いずれも組織レベルにおいて変革の範囲が明記されて
いない。Greenwood らのモデルは、制度論的変革における組織フィールドに焦点を当ててい
るため、組織のどの範囲に変革が影響を及ぼすか不明瞭である。また、Lichtenstein のモデ
ルは自己組織化と範囲が広い概念を用いているため、組織の範囲の特定が難しいモデルであ
る。そして、Pasmore のモデルは、組織変革における失敗事例をもとに段階を構築したため、
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組織における様々な事例についてそれぞれの段階で説明している。このように、組織レベル
において変革の範囲が不明瞭なプロセスモデルは 3 つに留まる。したがって、変革の主体や
範囲を明確にする点が、2000 年以降におけるプロセスモデルの前提であると判断できる。
組織レベルにおいて変革の範囲を特定したプロセスモデルは、アイデンティティ（Fiol,2002; 
Fiol & O’Connor, 2002; Gioia et al., 2010）、アライアンス（Das & Teng, 2002）、変革ベースの
モメンタム（Jansen, 2004）、ステークホルダーシステム（Simmons & Lovegrove, 2005）であ
る。アイデンティティにおけるプロセスモデルを構築した研究が 3 つとやや多い。実際に、
Fiol（2002）と Fiol & O’Connor（2002）のモデルは、それぞれ 3 段階で構築されたが、後
に登場した Gioia et al.（2010）のモデルは 4 段階をベースとした複雑モデルで構築された。
しかし、2000 年以降におけるプロセスモデルは特定の範囲に集中して研究されているとは言
い難い。むしろ、範囲が多様である点が 2000 年以降におけるプロセスモデルの特徴である。
一方、個人レベルにおけるプロセスモデルは、ミドルマネジャーにおける希少で珍し
い出来事への対応（Beck & Plowman, 2009）、取締役による CEO の免職（Haleblian & 
Rajagopalan, 2006）、変革に対する支持行動（Kim et al., 2011）、個人における正当性の判断
（Tost, 2011）である。したがって、2000 年以降におけるプロセスモデルも 1990 年代までと
同様に主体が明示されている。そして、1990 年代までは経営者などリーダーが主体となるプ
ロセスモデルが多数を占めた。一方で、2000 年以降では個人（従業員）の行動におけるプロ
セスモデルも構築されるようになった。実際に、2000 年以降は個人における組織変革に対
する態度に着目した研究（Self, Armenakis & Schraeder, 2007; Walker, Armenakis & Bernerth, 
2007）がみられる。
以上より、2000 年以降におけるプロセスモデルは 1990 年代までにおけるプロセスモデル
と比べて、組織レベルにおける範囲が明示されている。組織レベルにおける変革の範囲の特
定化は、2000 年以降で変化した新たな研究の流れである。しかし、範囲は多様であり、それ
ぞれのプロセスモデルの内容は大きく異なっている。また、個人レベルにおける変革の主体
は 1990 年代までにおけるプロセスモデルと同様に明記されている。
4.5　2000 年以降におけるプロセスモデルの小括
本節では、2000 年代におけるプロセスモデルの研究の流れを、1990 年代までと比べてど
のような変化が生じたか整理した。その結果、以下の 3 点の特徴が導出された。第一に、段
階の多段階化がみられただけでなく、新たに複雑モデルが登場した。複雑モデルの登場によ
り、様々な要因をプロセスモデルに含んで検討する可能性を提示した。第二に、Lewin のモ
デルに基づいたプロセスモデルが減少した。つまり、変革の第一段階としての不安定な状態、
第三段階としての変革の固定化を考慮にいれてない。第三に、組織レベルにおける変革の範
囲が特定された。特定化に応じて、プロセスモデルの内容も多様化した。なお、13 個のモデ
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ルが上記の 3 つの特徴にどのように対応したかについて、表 4 にまとめた。
上記の研究の流れが 1990 年代までと変化した理由は 2 点挙げられる。第一に、組織変革
を線形のプロセスモデルで示すことが困難になったモデルが登場したからである。例えば、
断続均衡モデル（Gersick, 1991; Romanelli & Tushman, 1994; Tushman & Romanelli, 1985）は
組織変革の要素として戦略、組織構造、組織文化、パワー、コントロール・システムを挙げ
ている。そして、上記の 5 つの要素が相互作用を通じて変革すると主張した。このように、
多くの要素を含めた組織変革を線形のプロセスモデルで示すことに限界が生じると推察され
る。したがって、2000 年以降に複雑モデルの枠組みでプロセスモデルを構築する流れが生
じたであろう。第二に、組織内のそれぞれの要素でプロセスが検討されるようになったから
である。例えば、モメンタムは概念としては確立されつつあるが、モメンタムのプロセスは
明らかにされていない（Jansen, 2004: 276）。つまり、概念そのものの検討ではなく、概念す
なわち要素がどのように変革するのかというプロセスモデルの構築に研究の主眼が移行さ
れた。したがって、変革の範囲が 1990 年代までと比べて特定されるようになった。同時に、
Lewin のモデルに対する踏襲度合いも低下した。この点は、変革の主体や範囲が特定された
10 個のプロセスモデルのうち、Fiol（2002）、Fiol & O’Connor（2002）を除いて Lewin のモ
表 4. 13 個のプロセスモデルにおける 3 つの特徴への対応
研究者名 段階数 Lewinのモデルの
踏襲度合い
変革の主体・対象の明記
Beck & Plowman（2009） 3段階 × ○
（ミドルマネジャー）
Das & Teng（2002） 5段階 ○ ○
（アライアンス）
Fiol（2002） 3段階 ○ ○
（アイデンティティ）
Fiol & O’Connor（2002） 3段階 ○ ○
（アイデンティティ）
Gioia et al.（2010） 4段階
（複雑モデル）
× ○
（アイデンティティ）
Greenwood et al.（2003） 6段階 ○ ×
Haleblian & Rajagopalan（2006） 3段階 × ○
（取締役による CEO免職）
Jansen（2004） 4段階
（複雑モデル）
× ○
（モメンタム）
Kim et al.（2011） 4段階
（複雑モデル）
× ○
（個人の変革支持）
Lichtenstein（2000） 3段階 × ×
Pasmore（2011） 4段階 ○ ×
Simmons & Lovegrove（2005） 7段階 × ○
（ステークホルダーシステム）
Tost（2011） 4段階
（複雑モデル）
× ○
（個人の正当性の判断）
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デルを踏襲しなかった点から示唆できる。
5.　おわりに
本論文では 2000 年を区切りとして、プロセスモデルがどのような研究の流れを展開した
か整理した。1990 年代までのプロセスモデルは、①段階数の増加、② Lewin のモデルに依
拠、③変革の範囲が不明瞭という 3 つの特徴がみられた。そして、上記の 3 つの流れを鑑み、
2000 年以降におけるプロセスモデルでどのような変化が生じたかを検討した。その結果、以
下の 3 つの特徴が導出された。第一に、段階の多様化がみられただけでなく、新たに複雑モ
デルが登場した。第二に、Lewin のモデルに基づいたプロセスモデルが減少した。第三に、
組織レベルにおける変革の範囲が特定された。
本論文における貢献点は、2000 年以降において議論が錯綜しているプロセス研究を整理
し、研究の流れの変化を明らかにした点である。特に、複雑モデルの存在を発見した点は
従来の研究では議論されてこなかったため、新たな発見事実として今後の研究に対して一
つの視点を提示できたであろう。複雑モデルの視点と Van de Ven & Poole（1995）が指摘
した研究の整理における意義と結び付け、理論面でのインプリケーションを 2 点指摘する。
第一に、既存の組織変革モデルの更なる精緻化に寄与できる。断続均衡モデル（Gersick, 
1991; Romanelli & Tushman, 1994; Tushman & Romanelli, 1985）や継続変革モデル（Brown & 
Eisenhardt, 1997）はプロセスが具体的に検討されていない。第 4 節でも指摘したように、多
くの要素を含めた組織変革のモデルであるため、線形のプロセスモデルで示すことに限界が
生じる。したがって、複雑モデルの枠組みを援用することで、各モデルのプロセスを明らか
にすることに貢献できるであろう。第二に、新たなプロセスモデルの創出に寄与できる。既
存の組織変革モデルの精緻化と同様に、多くの要素を含んだプロセスモデルを線形のプロセ
スモデルで構築することに限界が生じる。したがって、複雑モデルの枠組みを用いることで
新たなプロセスモデルを構築できるであろう。
一方、本論文で検証した結果から組織変革におけるプロセスモデルの一般化を試みること
に至らなかった点が、本論文における限界点として挙げられる。限界が生じた理由は 2 点あ
る。第一に、単一のデータベースのみを利用したため、他のデータベースや書籍検索からプ
ロセスモデルを抽出できなかったからである。第二に、2000 年以降におけるプロセスモデル
は変革の範囲が多様であるからである。今後の研究において、他のデータベースなどを用い
て更にプロセスモデルの論文を抽出し、組織変革におけるプロセスモデルの一般化を検討す
る必要がある。
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